
市内交通空白解消に向けた
取り組みについて

資料５



１. 国の動向
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• 地域の輸送資源のフル活用、共同化・協業化等を推進することで、「交通空白」等を解消し、持続可能な地域公共交通
の実現を図るための「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律案」が閣議決定されました
（令和8年3月10日）

（出典）国土交通省公表資料
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２. 市の取り組み内容
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• 市内でもスクールバスや送迎バス（医療・商業施設等）、地域内での自主運行等、民間事業者及び地域住民が独自で送
迎サービスを展開している。

• これらの既存資源に着目し、「地域の輸送資源のフル活用」や「共同化・協業化」等、その有効活用に向けた検討を進
めたい。

 民間施設（医療・教育・商業等）の送迎
車両等、輸送資源の活用

• 施設（医療、介護、商業施設、企業等）送迎用車
両を使用した共同輸送について、各施設の運行状
況等を確認する。

• 関係者等とのヒアリング（アンケート調査を想
定）を通じた実現可能性を検討する。

• 今後、市が導入・検討を進める際の判断材料を提
示するなど、事業スキームの整理を行う。

（１）既存資源の有効活用 （２）地域主体の移動手段の創出

 地域主体の移動手段の創出及び支援
• 市が協働・連携を図り、自治会等の地元住民で組
織する地域主体によるボランティア輸送（※）の
立ち上げの支援

• 地域住民との協議や必要な法手続の支援、地域で
つくる移動支援サービスの立ち上げ、持続的に運
営していくための基本的な考え方や進め方を示す
手引きを作成

施策の柱 施策のねらい 施策事業 ※カッコ内は関連計画

施策の柱②：
持続的に移動を支えるため
の体制をつくる

地域資源を総動員する

施策②-2-1
福祉施策との連携による移動手段の確保
・地域自主運行事業の立ち上げ・運営に対する支援（立地適
正化計画）

施策②-2-2
民間事業者との効率的な連携
・送迎バス活用（都市計画マスタープラン） 等

民間事業者及び地域住民の協力を得ながら、既存輸送資源の有効活用の検討を進める。

【参考：法定計画における施策・事業の位置付け（抜粋）】

※自家用有償運送事業や地域自主運行事業


